
 

資金繰り相談対応のポイント 

 

１．銀行がリスケ先を評価する“5 つの視点”とは 

２．「貸出条件緩和債権」とならないために必須の資料作成 

３．顧問先に寄り添った事業計画・資金繰り表の立て方 

４．銀行交渉で信頼を得るための情報開示のポイント 

５．実際の中小企業再生事例から学ぶ「再建プロセス」 
 

 

 

 

１．銀行がリスケ先を評価する“5 つの視点”とは 
 

（１）事業性・収益性の回復性 

市場環境や需要の見通し、顧客基盤の安定、販売・価格戦略、原価構造の改善余地な 

ど、事業自体が将来安定して利益を生むかどうかを評価します。 

（２）キャッシュフローの回復性と返済原資の安定性 

営業キャッシュフローやフリーキャッシュフローが、返済資金として実際に確保でき 

るか。資金繰り表や季節性・景気変動への対応策が具体的かどうかを見ます。 

（３）財務構造の改善余地と資本性の強化 

負債の返済計画の実現可能性、資本の充実（増資、自己資本比率の改善）、 

負債の組替え・長期化など、財務健全性を高める施策が打てるかを評価します。 

（４）経営力・再建計画の実現性 

再建計画の具体性と実行体制（責任者、組織・人材、KPI、進捗管理）、 

過去の改善実績と、計画通りに遂行できる組織力を重視します。 

（５）保全性・担保・新規資金調達の可能性 

担保価値・保証状況、現金性資産の取り崩しリスク、他金融機関との協調融資の見込 

み、追加資金の調達手段（新規資金・公的支援など）の整備状況を確認します。  

 

補足と実務のヒント 

• 実務的には、上記 5 視点を満たす「再建計画の具体書類」をそろえると審査がスムー 

ズです。 



例：事業計画・キャッシュフロー表・資金繰り表・財務諸表・現状の担保状況と 

評価・再建スキームのマイルストーン・リスク対応策。 

 

 

２．貸出条件緩和債権とは、 
  
債務者の経営再建や支援を目的として、 

金利の減免や返済条件の変更が行われた融資のことを指します。  

定義と目的 貸出条件緩和債権は、債務者が経営上の困難に直面している場合に、 

金融機関がその債務者を支援するために行う条件変更を含みます。 

具体的には、以下のような条件が緩和されることがあります。 

• 金利の減免: 通常の金利よりも低い金利での貸出。 

• 利息の支払猶予: 一定期間、利息の支払いを猶予する。 

• 元本の返済猶予: 元本の返済を一定期間延長する。 

• 債権放棄: 一部または全額の債権を放棄することも含まれる場合があります  

 

リスク管理と分類  

貸出条件緩和債権は、金融機関にとってリスク管理の観点から重要な要素です。 

これらの債権は、通常の債権と異なり、回収の見込みが低いとされるため、 

特別な管理が必要です。 

金融機関は、これらの債権を「リスク管理債権」として分類し、 

適切な開示を行うことが求められています。  

貸出条件緩和債権は、債務者の経営再建を支援するための重要な手段であり、 

金融機関はその管理と評価を慎重に行う必要があります。 

これにより、債務者の経営改善を促進し、最終的には債権の回収につなげることが期待さ

れます。  

貸出条件緩和債権関係 Q＆A - 金融庁 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

３・顧問先に寄り添った 

事業計画・資金繰り表の立て方 
 
顧問先に寄り添った事業計画や資金繰り表の作成は、単に数字を並べるだけでな

く、顧問先の実情や将来ビジョンを深く理解し、それに基づいた現実的かつ実行可

能な計画を立てることが重要です。 

以下に、具体的なステップとポイントをまとめました。  

 

1. 顧問先の現状把握 
• 事業内容の理解 どのような商品・サービスを提供しているか、 

業界の特性や競合状況を把握します。 

• 財務状況の確認 過去の損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書を 

分析し、収益構造や資金繰りの課題を洗い出します。 

• 経営者の意向・ビジョンのヒアリング 今後の成長戦略や課題、 

希望する資金調達の形態などを丁寧に聞き取ります。 

  

2. 事業計画の立案  

（1） 目標設定 

• 売上高、利益、成長率などの数値目標を設定 

• 短期（1 年以内）、中期（3 年程度）、長期（5 年程度）の視点で計画を立てる  

(2) 収益計画の作成 

• 商品・サービスごとの売上予測 

• 原価や販管費の見積もり 

• 季節変動や市場動向を考慮  

(3) 投資計画・資金調達計画 

• 設備投資や人材採用などの必要資金を明確化 

• 自己資金、借入金、補助金・助成金の活用計画  

 

3. 資金繰り表の作成  

(1) 資金収支の予測 

• 月次ベースで現金の入出金を予測 

• 売上の入金タイミング、仕入れ・経費の支払タイミングを正確に反映  



(2) キャッシュポジションの把握 

• 月末の現金残高を計算し、資金不足の時期を特定 

• 資金不足が見込まれる場合は、早期に対策を検討（借入、支払条件の見直しなど）  

(3) シナリオ分析 

• 楽観・標準・悲観シナリオを作成し、リスク管理を行う  

 

4. 顧問先に寄り添うポイント 
  

ポイント 内容 具体例 

コミュニケーション重視 定期的に進捗確認や計画の

見直しを行う 

月次ミーティングで資金繰

り状況を共有 

現実的な計画作成 過度に楽観的な数字は避

け、実態に即した計画を立

てる 

売上予測は過去実績と市場

動向を踏まえて設定 

柔軟な対応 過度に楽観的な数字は避

け、実態に即した計画を立

てる 

売上予測は過去実績と市場

動向を踏まえて設定 

分かりやすい資料作成 専門用語を避け、図表やグ

ラフを活用 

資金繰り表にキャッシュフ

ローグラフを添付 

経営者の意思決定支援 資金繰りの課題や改善策を

具体的に提案 

支払サイトの延長交渉や短

期借入の提案 

 

5. まとめ 
顧問先に寄り添った事業計画・資金繰り表の作成は、単なる数字の羅列ではなく、 

経営者の思いや事業の実態を反映した「生きた計画」を作ることが肝要です。 

定期的なコミュニケーションと柔軟な対応を通じて、顧問先の経営安定と成長を支援しま

しょう。  

もし具体的なフォーマットや Excel テンプレートの作成方法などもご希望でしたら、 

お知らせください。  

 

顧問先の事業計画における「寄り添う」とは、具体的にどのレベルまで経営判断に関与す

べきですか？  

 

 

資金繰り表のシナリオ分析で、悲観シナリオが現実になった場合、 
顧問先を守るための具体的な撤退戦略とは何か！  



資金繰り表のシナリオ分析において、悲観シナリオが現実になった場合の撤退戦略は、企

業が資金繰りの危機を乗り越えるために重要です。以下に、具体的な撤退戦略をいくつか

提案します。  

1. コスト削減 
• 固定費の見直し:  

不要な固定費（オフィスの賃貸料、サブスクリプションなど）を削減します。 

• 人件費の調整:  

一時的な雇用の停止や、パートタイム勤務への切り替えを検討します。 

2. 資金調達の見直し 

• 短期融資の検討:  

銀行や金融機関からの短期融資を検討し、流動性を確保します。 

• 資産の売却:  

不要な資産や在庫を売却し、即時のキャッシュフローを確保します。 

3. 収益の多様化 

• 新規市場の開拓:  

新たな顧客層や市場にアプローチし、収益源を多様化します。 

• 製品・サービスの見直し:  

利益率の高い製品やサービスに焦点を当て、販売促進を行います。  

4. 顧客との関係強化 
• 顧客への支払い条件の見直し:  

顧客に対して支払い条件を見直し、早期の入金を促します。 

• ロイヤルティプログラムの導入:  

顧客のリピート率を高めるためのプログラムを導入します。 

5. リスク管理の強化 

• シナリオプランニングの実施: 定期的にシナリオ分析を行い、 

リスクに対する備えを強化します。 

• 保険の見直し:  

事業継続に必要な保険の見直しを行い、リスクを軽減します。  

6. 事業の縮小または撤退 

• 非効率な事業の縮小:  

収益性の低い事業や部門を縮小または撤退し、リソースを集中させます。 

• 戦略的なパートナーシップの形成:  

他社との提携を通じて、リスクを分散させることも考慮します。  

 

まとめ 

悲観シナリオが現実になった場合、迅速かつ柔軟な対応が求められます。 

上記の戦略を組み合わせて実施することで、顧問先を守るための効果的な撤退戦略を 

構築することが可能です。  



コスト削減以外で、顧問先が抵抗感なく受け入れやすい固定費削減策は？  

短期融資以外の資金調達で、顧問先の信用力を維持できる代替案は？  

悲観シナリオが長期化した場合、顧問先の事業継続を可能にする撤退後の再起戦略は？ 

 

 

短期の借入に頼らずに顧問先の信用力を維持・改良する代替案として、 

以下のような選択肢が考えられます。 
目的（信用力の維持・資金繰りの安定化・資本構成の最適化など）や業

種・規模によって組み合わせが変わりますので、状況を教えていただけ

れば絞り込みます。 

1. エクイティ系 

（株主資本の増強・希薄化を伴うが信用力改善につながる場合が多い） 

• 非公開の新株発行・第三者割当増資 

メリット ：借入を増やさず資本を強化。 

財務レバレッジ改善につながることが多い。 

デメリット：株主構成の変化・希薄化。株主合意・公的開示が必要。 

• 戦略的投資（企業連携・提携企業からの資本注入） 

   メリット ：資金だけでなく事業面のシナジーも期待。 

    デメリット：意思決定の複雑化・統治対応が必要。 

• 株式型クラウドファンディング／ convertible（転換）系の資金調達 

メリット ：初期キャッシュを獲得しつつ、 

将来的に株式へ転換可能な設計も可能。 

デメリット：希薄化リスク・将来の評価・転換条件の設定が課題。 

2. 公的資金・保証付き資金など、非純粋な市場資金ではあるが信用力を支える手段 

• 公的助成金・補助金・研究開発支援 

メリット ：返済義務が軽い/非稟議性の資金源が得られるケースあり。 

デメリット：競争率が高い、適格性・報告義務がある。 

• 信用保証協会保証付き融資・公的保証付き融資 

メリット ：銀行融資の取組を円滑化、金利も抑制される場合が多い。 

デメリット：保証料等が発生、一定の審査手続きが必要。 

3. ワーキングキャピタルの改善・資金繰りの安定化 

（借入を増やさず回すための手法中心） 

• 仕入債権ファクタリング／売掛債権ファクタリング 

メリット ：売掛金を即時現金化でき、回転期間を短縮。 

財務指標の改善に寄与することが多い。 

デメリット：手数料が発生、取引先との関係性に留意。 

• リバースファクタリング（仕入先向けファイナンス） 

メリット ：支払サイトを延長することでキャッシュアウトを抑制、 



資金繰り改善。 

デメリット：長期的には調達コストが変動する可能性。 

• ダイナミック・ディスカウント（早期支払の割引を活用） 

メリット ：取引コストを抑制しつつ資金繰りを安定化。 

デメリット：自社のキャッシュが先に出るため資金計画が重要。 

4. 資産活用・ハイブリッド資金 

• リース・割賦・アセット・バックドロー（Asset-backed lending／SBA 型） 

メリット ：資産を担保に長期資金を得られる。 

バランスシートへの影響は資産と負債の両方を伴う。 

デメリット：担保・金利・契約条件の制約。 

• セール＆リースバック／資産のモビリティ化 

メリット ：資産を活用して即時資金を確保。 

財務指標の変動を抑えつつ資金を確保。 

デメリット：資産の長期的なコストと運用条件が増える。 

5. ハイブリッド・長期資金（借入以外の長期的な資本調達） 

• 転換社債・社債・グリーンボンド等の長期債務 

メリット ：長期の資金を安定確保。信用力が向上する環境で適切に活用すれば 

財務健全性を維持しやすい。 

デメリット：返済義務・金利・償還リスク。 

業績次第で株式への転換・希薄化リスクも発生。 

• 資本性ローン／ハイブリッド証券 

メリット ：部分的には資本性ファイナンスとして扱われ、 

財務指標に影響を与えにくい設計が可能な場合がある。 

デメリット：条件設定が複雑・コストが高くなりやすい。 

6. 事業・財務の総合的な改善アプローチ 

• 内部キャッシュフローの最大化 

在庫回転の改善、売掛金の回収期間短縮、 

支払条件の最適化を通じてキャッシュを強化。 

• コスト構造の見直しとオペレーショナル・エクセレンス 

変動費の抑制、資本支出の優先順位づけ、投資対効果の厳格な評価。 

• 資本市場・市場アクセスの拡大 

企業の信用力が高まれば、上記の選択肢の条件が有利になりやすい。  

重要な留意点 

• 目的と影響のバランスを取ることが肝心です。 

信用力を維持・向上させたい場合、借入を増やすより資本性資金・保証付き融資 

・ファクタリングなど「リスクとリターンのバランス」が取りやすい方法を組み合わ

せるのが有効なケースが多いです。 

• 業種・規模・地域の法規制によって適用可能性やコストが大きく変わります。 



日本企業としては、信用保証協会の保証、政府系金融機関の長期融資、補助金・助成 

金の活用が実務的には有効な場面が多いです。 

 

 

 

次のステップ（実務的な絞り込みのための質問） 

• 顧問先の業種、売上規模、直近の財務指標（例：流動比率、D/E 比、EBITDA マージ 

ン）を教えてください。 

• 資金使途は何か（設備投資、新規事業立ち上げ、運転資金不足解消など）。 

• 希薄化を許容できるか、長期・安定返済を優先するのか、 

ハイブリッド資本にも抵抗がないか。 

• 現在の信用状況はどうか（銀行からの評価、信用格付け、保証の有無）。 

• 地域（自治体・国の支援制度の利用可否）や法的制約（非公開株式発行の手続き、 

公開市場での資金調達の可能性）についての要件。  

もしよろしければ、現状の財務データ（概算でも可）を共有いただければ、 

信用力を損なわずに実現可能な組み合わせ案を具体的に整理し、 

概算費用と影響を含む比較表を作成します。  

顧問先の事業ステージ（創業期、成長期、成熟期）によって、最適な資金調達戦略は 

どのように変わりますか？ 

信用力維持を最優先とする場合、エクイティファイナンスにおける株価算定で特に注意

すべき点は何ですか？  

短期融資依存からの脱却で、顧問先のサプライチェーン全体を巻き込んだ資金繰り改善

策はありますか？ 

 

 

中小企業の再生プロセスは「経営危機の本質分析」→「短期生存策」→

「中長期戦略」の 3 段階で進むことが多いです。 

実際の再生事例から学べる具体的なノウハウを解説します。  
 

1. 【製造業】事例：老舗金属加工メーカーの再生  

問題点  

・過剰設備投資による債務超過（借入金 12 億円） ・主要取引先の業績悪化で受注半

減・熟練技術者の大量退職による品質問題  

再建ステップ 

1. 現状分析（3 ヶ月） 

・財務 DD：主要コストの可視化（$$材料費率 42%→改善余地発見$$） 

・技術評価：特許 10 件のうち収益化可能な 3 件を選別 

2. 緊急対応（6 ヶ月） 



・債権者協定：3 年間の元金据置を獲得 

・遊休設備のリースバック（固定費 20%削減） 

・社内分業制度導入（熟練工の技術伝承プログラム） 

3. 構造改革（2 年） 

・新規分野進出：医療機器部品で単価 5 倍化 

・生産プロセス改革：AI 品質検査導入で不良率 0.02%達成 

・人材採用戦略転換：地元高専と連携した技術者育成  

 

成功要因  

・債権者への定期的な進捗報告（四半期ごとの説明会）  

・従業員の意識改革（生産性向上分の 30%を賞与還元）  

 

2. 【小売業】事例：地域スーパーの V 字回復  
再生のポイント  

・顧客データ分析で「高齢者向け宅配」需要を発見 ・廃棄率改善：AI 需要予測で$$廃

棄ロス率 8%→1.5%$$ ・従業員参画型改革：改善提案制度で年間 120 件のアイデア

採用 

具体的施策 

• 棚割り革命：購買データに基づく「健康食品コーナー」新設 

• デジタル化：スマホアプリ導入で 30 代客層 20%増 

• 地域連携：農家と直結した「朝採れ野菜便」開始  

3. 【サービス業】事例：IT ベンチャーの再生  
失敗から学んだ教訓 × 多角化しすぎ（8 事業→黒字 2 事業のみ）→ 再生戦略： 

1. コア事業に集中（クラウド人材管理システム） 

2. サブスクリプション制導入（MRR30%向上） 

3. 従業員株式制度（離職率 58%→15%改善）  

デジタル活用事例 

• 顧客成功チーム新設：CSAT スコア 82 点獲得 

• RPA 導入：経理業務 80%自動化 

• リモート監査システム：四半期決算期間を 14 日短縮 

 

再建プロセスで陥りやすい罠 

1. 資金繰り改善幻想  

「借入で凌ごう」→ 単年度黒字でも累損解消できず再転落 ⇒ 早期に構造改革に着手 

が必要 

2. 従業員コミュニケーション不足  

ある事例：リストラ情報が漏洩→主力技術者 5 名退職 ⇒ 透明性ある情報共有が不可 

欠 



3. デューデリジェンス不備  

想定外の債務発覚（例：環境汚染処理費用 2 億円） ⇒ 専門家チームを早期組成  

 

再生成功の 3 大要素 
1. リーダーシップの質  

「経営陣交代」した事例の成功率 68%（未交代 41%） 

2. スピード感ある意思決定  

優良事例の平均意思決定速度：主要課題の 87%を 60 日以内に解決 

3. ステークホルダー管理  

成功事例の 83%が「取引先・金融機関との Win-Win 関係」構築 （※数値は中小機構

「企業再生事例分析 2024」より） 再生の本質は「過去の成功パターンの断捨離」にあり

ます。 

重要なのは、財務再建と同時に「新たな競争優位性」を構築すること。 

専門家の助言を受けつつ、自社のコアコンピタンスを見極めるプロセスが成否を分けま

す。 

  

中小企業の再生事例において、財務 DD 以外で特に見落としがちな非財務の重要な分析ポ

イントは？  

サービス業の IT ベンチャー再生事例にある「コア事業集中」戦略は、多角化から撤退す

る事業の選定において、どのような定量・定性的な基準で判断すべきか？  

成功事例で共通する「過去の成功パターンの断捨離」とは具体的にどのような行動を指

し、それを促すために経営者はどのような組織文化を醸成すべきか？  

良い質問です。 

再生（リストラクチャリング／事業再生）では財務 DD が中心になりがちですが、非財務

面の見落としが再生成否を左右します。 

 

以下に「見落としやすい重要ポイント」を、なぜ重要か／具体的に何を確認するか／典型

的なレッドフラグ／簡単な対応策の順でまとめます。 

 

主要な見落としポイント（優先度順） 

1. 経営者・経営陣の能力・意志・ガバナンス 

• なぜ重要か： 

意思決定の速度・質、実行力、利害調整が再生成否に直結。 

オーナー経営だと私物化や抵抗もある。 

• 何を見るか： 

過去の意思決定履歴、経営計画の現実性、役割分担、報酬体系、取締役会の運用。 

• レッドフラグ： 

説明責任が弱い、情報隠し、短期で幹部交替、オーナーの抵抗。 



• 対応： 

ガバナンス強化（非常勤取締役、業務分掌、KPI 設定）、経営者との再契約。 

2. キーパーソン依存（人的リスク） 

• なぜ重要か： 

担当者 1 人に依存していると退職・病気で業務停止。 

• 何を見るか： 

上位売上担当や技術者の存在、属人的業務、ナレッジ共有状況。 

• レッドフラグ： 

非文書化プロセス、重要者の退職意向、競合への引き抜き。 

• 対応： 

業務標準化、引継ぎ計画、インセンティブ再設計。 

3. 労務・組織文化・モチベーション 

• なぜ重要か： 

従業員の協力がないとコスト削減や変革は実行できない。 

• 何を見るか： 

離職率、残業実態、面談での不満点、労組や訴訟履歴。 

• レッドフラグ： 

高い残業、未払い残業、密な派閥、労務トラブル。 

• 対応： 

コミュニケーション計画、早期小さな勝利（Quick wins）、公正なルール整備。 

4. 顧客構成・顧客関係の質（ダメージの伝播） 

• なぜ重要か： 

収益回復のカギ。大口集中や取引の短期性はリスク。 

• 何を見るか： 

上位顧客比率、契約の有無・条件、解約率、与信管理。 

• レッドフラグ： 

売上の偏重、口頭取引、長期契約欠如。 

• 対応： 

契約化、営業体制見直し、顧客別収益性分析。 

5. 仕入先・サプライチェーン脆弱性 

• なぜ重要か： 

調達停止や納期遅延が生産・収益に直結。 

• 何を見るか： 

主要仕入先の集中度、代替可能性、支払い条件、品質問題歴。 

• レッドフラグ： 

単一仕入先、海外一拠点依存、サプライヤーの財務不安。 

• 対応： 

代替先確保、在庫戦略、サプライヤーリスクヘッジ。 



6. オペレーション（プロセス・生産性・在庫の質） 

• なぜ重要か： 

コスト構造改善・キャッシュ回収に直結。 

• 何を見るか： 

生産リードタイム、歩留まり、在庫回転、受注から出荷までのフロー。 

• レッドフラグ： 

手作業の多さ、在庫の滞留、欠品頻発。 

• 対応： 

バリューストリームマッピング、在庫最適化、工程改善（小さな PDCA）。 

7. IT／システム（ERP、受注管理、データ精度、サイバー） 

• なぜ重要か： 

意思決定の元データが信用できないと経営改善策が機能しない。業務停止リスクも。 

• 何を見るか： 

使用システム、データ整合性、バックアップ、外部委託契約、セキュリティ対策。 

• レッドフラグ： 

Excel 依存、過去データの未整備、脆弱な IT 委託。 

• 対応： 

最小限の正確なレポート整備、重要プロセスの IT 化優先順位付け、 

セキュリティ確認。 

8. 契約関係（顧客・仕入・リース・保証・関連当事者） 

• なぜ重要か： 

法的義務や早期解約でキャッシュ流出や収入減。関連当事者取引は偏りの源。 

• 何を見るか： 

主要契約の解除条項、賃貸借の更新条件、関連会社取引の公正性。 

• レッドフラグ： 

長期不利契約、オフバランスの債務、親族会社との不透明取引。 

• 対応： 

契約見直し交渉、専門家（弁護士）による精査。 

9. 製品・サービスの競争力（市場適合性） 

• なぜ重要か： 

市場が縮小・価格競争に負けると再生は不可能。 

• 何を見るか： 

製品差別化、価格弾力性、顧客の真のニーズ、代替品の脅威。 

• レッドフラグ： 

価格以外の強みがない、デマンドの先細り、顧客のクレーム多発。 

• 対応： 

市場再評価、ポートフォリオ整理、新規ニッチ検討。 

10. 規制・許認可・環境・安全（コンプライアンス） 



• なぜ重要か： 

許認可停止や罰則で事業継続が不可能になる場合がある。 

• 何を見るか： 

届出・許認可の有無、過去の違反歴、環境負荷・廃棄物管理、安全対策。 

• レッドフラグ： 

未更新の許可、改善命令、環境クレーム。 

• 対応： 

コンプライアンス整備、是正計画、保険確認。 

11. 不動産・設備の実態（稼働率・修繕負担） 

• なぜ重要か： 

賃料・固定費や設備更新がキャッシュに影響。 

• 何を見るか： 

賃貸条件、設備稼働率、保守履歴、設備の陳腐化。 

• レッドフラグ： 

過剰設備、老朽化、撤退に伴う高額退去費用。 

• 対応： 

リース交渉、設備リストラ、外注化検討。 

12. 知的財産・技術 

• なぜ重要か： 

模倣・技術流出が差別化を消す。逆に買収価値の源泉にも。 

• 何を見るか： 

特許・商標、ノウハウの保有状況、秘密保持、ライセンス契約。 

• レッドフラグ： 

権利未整備、社員の持ち出しリスク、核心技術が外注。 

• 対応： 

権利化、NDA 整備、コア技術の内部化。 

13. 保険・賠償リスク・訴訟 

• なぜ重要か： 

突発的な支出や事業妨害リスクがある。 

• 何を見るか： 

現行保険の範囲、未解決訴訟、過去のクレーム。 

• レッドフラグ： 

保険未加入、重要訴訟の放置、損害賠償の可能性。 

• 対応： 

保険見直し、法務リスクの定量化。  

 

簡単な実務チェックリスト（DD で実施する具体アクション） 
• 経営者・幹部と個別インタビュー（目標・抵抗・過去決定理由を確認） 



• 現場訪問（生産ライン、倉庫、営業現場）でのプロセスマッピング 

• 顧客・仕入先のサンプリング確認（主要顧客・サプライヤーへ直接ヒアリング可能なら

実施） 

• 従業員アンケート（モラル・離職意向の定量把握） 

• 契約書、許認可、保守記録、IT 図書（構成図）などのドキュメントレビュー 

• 外部専門家の小規模調査（労務、環境、IT セキュリティ、特許のいずれか）  

 

優先度付けの考え方（限られた時間での着手順） 

1. 経営者意志とキーパーソン（即時） 

2. 顧客・仕入先集中度と主要契約（高） 

3. 生産・在庫・オペレーション実態（中） 

4. IT データ精度と法令遵守（中〜高） 

5. 組織文化・労務（並行して）  

 

まとめ（要点）  

非財務要素は「実行可能性」と「継続的競争力」を決める。 

財務リストラクチャリングだけでなく、経営者の協力、現場の実行力、契約の実態、サプ

ライチェーンと顧客関係、IT/データの信頼性などを早期に把握し、改善計画を現場レベ

ルで実行可能な形に落とし込むことが成功の鍵です。 

必要なら、業種別（製造／卸／小売／サービス）での重点チェック項目や、DD 用のエク

セルチェックリストを作成してお渡しします。どの業種ですか？ 

経営者の抵抗が強い場合、非財務 DD で抵抗を弱める効果的なアプローチは？  

顧客との契約状況確認において、隠れたリスクを特定するための具体的な質問は？ 

 IT システムの DD で、データ精度以外に見落としがちな事業継続に関わるリスクは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４．銀行交渉で信頼を得るための 

情報開示のポイント 
  
銀行交渉において、信頼を得ることは非常に重要です。 

信頼を得るためには、適切な情報開示が鍵となります。 

以下に、銀行交渉で信頼を得るための情報開示のポイント説明します。  

 

1. 財務状況の開示 

• 財務諸表（貸借対照表、損益計算書など）を詳細に開示することで、 

銀行に対して財務状況の透明性を提供できます。 

• 具体的には、以下のような情報を開示することが考えられます。 

o 資産・負債の状況 

o 収入・支出の状況 

o 借入・返済の状況  

2. 事業計画の開示 

• 事業計画を詳細に開示することで、銀行に対して事業の将来性や成長性をアピールで

きます。 

• 具体的には、以下のような情報を開示することが考えられます。 

o 事業の概要 

o 市場分析 

o 競合分析 

o 事業目標 

o 事業戦略  

3. リスク管理の開示 

• リスク管理の状況を詳細に開示することで、銀行に対してリスクに対する対策を 

アールできます。 

• 具体的には、以下のような情報を開示することが考えられます。 

o リスクの特定 

o リスクの評価 

o リスクに対する対策  

4. ガバナンスの開示 

• ガバナンスの状況を詳細に開示することで、銀行に対して組織の統制や管理の状況を 

アピールできます。 

• 具体的には、以下のような情報を開示することが考えられます。 

o 組織図 



o 役員・従業員の構成 

o 内部統制の状況  

5. 情報の更新 

• 開示した情報は、定期的に更新することが重要です。 

• 具体的には、以下のような情報を定期的に更新することが考えられます。 

o 財務状況 

o 事業計画 

o リスク管理 

o ガバナンス  

6. 透明性と誠実さ 

• 情報開示を行う際には、透明性と誠実さが重要です。 

• 具体的には、以下のような点に注意することが考えられます。 

o 情報の正確性 

o 情報の完全性 

o 情報の適時性  

7. コミュニケーション 

• 銀行とのコミュニケーションを密に行うことで、信頼を得ることができます。 

• 具体的には、以下のような点に注意することが考えられます。 

o 定期的な面会 

o 情報の共有 

o 質問への回答 

8. コンプライアンス 

• 銀行との取引においては、コンプライアンスが重要です。 

• 具体的には、以下のような点に注意することが考えられます。 

o 法令遵守 

o 規制遵守 

o 内部統制  

9. リスクテイクの理解 

• 銀行は、リスクテイクを理解している必要があります。 

• 具体的には、以下のような点に注意することが考えられます。 

o リスクの特定 

o リスクの評価 

o リスクに対する対策  

10. 長期的な関係構築 

• 銀行との長期的な関係構築が重要です。 

• 具体的には、以下のような点に注意することが考えられます。 

o 定期的な面会 

o 情報の共有 



o 質問への回答  

銀行交渉で信頼を得るためには、以上のようなポイントに注意して情報開示を行うことが

重要です。  

 

開示する財務情報の詳細度合いは、銀行の規模や取引実績によってどう変わる？  

事業計画開示において、ネガティブな情報を伝える際の最適な伝え方は？ 

情報開示以外に、銀行との信頼関係を構築する上で最も効果的な非財務的要素は？ 

 

 

事業計画開示において、ネガティブな情報を伝える際の最適な伝え方

は？  

事業計画開示においてネガティブな情報を伝える際は、慎重かつ戦略的にアプローチする

ことが重要です。 

以下に、効果的な伝え方のポイントをいくつか挙げます。  

1. 透明性を持つ 

• ネガティブな情報を隠さず、正直に伝えることが信頼を築く鍵です。情報を隠すと、 

後で発覚した際に信頼を損なう可能性があります。 

2. 文脈を提供する 

• ネガティブな情報がどのような背景や状況から生じたのかを説明します。 

これにより、受け手は情報をより理解しやすくなります。  

3. 影響を評価する 

• ネガティブな情報が事業に与える影響を具体的に示します。 

例えば、売上の減少がどの程度の影響を及ぼすのか、またはどのような対策を講じて 

いるのかを説明します。  

4. 対策を示す 

• ネガティブな情報を伝える際には、それに対する具体的な対策や改善策を示すことが

重要です。これにより、受け手は将来に対する希望を持つことができます。  

5. ポジティブな側面を強調する 

• ネガティブな情報の後に、ポジティブな側面や成功事例を紹介することで、全体のバ

ランスを取ります。これにより、受け手は全体像を理解しやすくなります。 

6. 適切なトーンを選ぶ 

• 伝え方のトーンは非常に重要です。 

冷静でプロフェッショナルなトーンを保ちつつ、感情を込めることで、 

受け手に共感を与えることができます。  

7. フィードバックを求める 

• 受け手からのフィードバックを求めることで、双方向のコミュニケーションを促進 

し、信頼関係を深めることができます。  

 



まとめ  
ネガティブな情報を伝える際は、透明性、文脈、影響評価、対策、ポジティブな側面の強

調、適切なトーン、フィードバックの重要性を考慮することが大切です。 

これにより、受け手は情報を受け入れやすくなり、信頼関係を築くことができます。  

ネガティブ情報の開示で、最も信頼を損なう伝え方の落とし穴は？  

対策を示す際、定量的な目標設定は必須か？定性的な目標でも許容されるケースは？  

ネガティブ情報開示後、株価急落を避けるための具体的な IR 戦略 

 

 

 

５．中小企業の再生プロセスは 

 
「経営危機の本質分析」→「短期生存策」→「中長期戦略」の 3 段階で

進むことが多いです。 
実際の再生事例から学べる具体的なノウハウを解説します。 

 

 1. 【製造業】事例：老舗金属加工メーカーの再生  
問題点  

・過剰設備投資による債務超過（借入金 12 億円）  

・主要取引先の業績悪化で受注半減  

・熟練技術者の大量退職による品質問題  

再建ステップ 

1. 現状分析（3 ヶ月） 

・財務 DD：主要コストの可視化（$$材料費率 42%→改善余地発見$$） 

・技術評価：特許 10 件のうち収益化可能な 3 件を選別 

2. 緊急対応（6 ヶ月） 

・債権者協定：3 年間の元金据置を獲得 

・遊休設備のリースバック（固定費 20%削減） 

・社内分業制度導入（熟練工の技術伝承プログラム） 

3. 構造改革（2 年） 

・新規分野進出：医療機器部品で単価 5 倍化 

・生産プロセス改革：AI 品質検査導入で不良率 0.02%達成 

・人材採用戦略転換：地元高専と連携した技術者育成  

成功要因  

・債権者への定期的な進捗報告（四半期ごとの説明会）  

・従業員の意識改革（生産性向上分の 30%を賞与還元）  



 

2. 【小売業】事例：地域スーパーの V 字回復  

再生のポイント  

・顧客データ分析で「高齢者向け宅配」需要を発見  

・廃棄率改善：AI 需要予測で$$廃棄ロス率 8%→1.5%$$  

・従業員参画型改革：改善提案制度で年間 120 件のアイデア採用  

具体的施策 

• 棚割り革命：購買データに基づく「健康食品コーナー」新設 

• デジタル化：スマホアプリ導入で 30 代客層 20%増 

• 地域連携：農家と直結した「朝採れ野菜便」開始 

 

3. 【サービス業】事例：IT ベンチャーの再生  

失敗から学んだ教訓 × 多角化しすぎ（8 事業→黒字 2 事業のみ）  

→ 再生戦略： 

1. コア事業に集中（クラウド人材管理システム） 

2. サブスクリプション制導入（MRR30%向上） 

3. 従業員株式制度（離職率 58%→15%改善）  

デジタル活用事例 

• 顧客成功チーム新設：CSAT スコア 82 点獲得 

• RPA 導入：経理業務 80%自動化 

• リモート監査システム：四半期決算期間を 14 日短縮  

 

再建プロセスで陥りやすい罠 

1. 資金繰り改善幻想  

「借入で凌ごう」→ 単年度黒字でも累損解消できず再転落 ⇒ 早期に構造改革に着手 

が必要 

2. 従業員コミュニケーション不足  

ある事例： 

リストラ情報が漏洩→主力技術者 5 名退職 ⇒ 透明性ある情報共有が不可欠 

3. デューデリジェンス不備  

想定外の債務発覚（例：環境汚染処理費用 2 億円） ⇒ 専門家チームを早期組成  

 

再生成功の 3 大要素 

1. リーダーシップの質  

「経営陣交代」した事例の成功率 68%（未交代 41%） 

2. スピード感ある意思決定  

優良事例の平均意思決定速度：主要課題の 87%を 60 日以内に解決 

3. ステークホルダー管理  



成功事例の 83%が「取引先・金融機関との Win-Win 関係」構築  

（※数値は中小機構「企業再生事例分析 2024」より） 

 

再生の本質は「過去の成功パターンの断捨離」にあります。 

重要なのは、財務再建と同時に「新たな競争優位性」を構築すること。 

専門家の助言を受けつつ、自社のコアコンピタンスを見極めるプロセスが成否を分けま

す。 

中小企業の再生事例において、財務 DD 以外で特に見落としがちな非財務の重要な分析ポ

イントは？  

サービス業の IT ベンチャー再生事例にある「コア事業集中」戦略は、多角化から撤退す

る事業の選定において、どのような定量・定性的な基準で判断すべきか？  

成功事例で共通する「過去の成功パターンの断捨離」とは具体的にどのような行動を指

し、それを促すために経営者はどのような組織文化を醸成すべきか？  

良い質問です。 

再生（リストラクチャリング／事業再生）では財務 DD が中心になりがちですが、 

非財務面の見落としが再生成否を左右します。 

以下に「見落としやすい重要ポイント」を、なぜ重要か／具体的に何を確認するか／典型

的なレッドフラグ／簡単な対応策の順でまとめます。  

 

主要な見落としポイント（優先度順） 

1. 経営者・経営陣の能力・意志・ガバナンス 

• なぜ重要か： 

意思決定の速度・質、実行力、利害調整が再生成否に直結。 

オーナー経営だと私物化や抵抗もある。 

• 何を見るか： 

過去の意思決定履歴、経営計画の現実性、役割分担、報酬体系、取締役会の運用。 

• レッドフラグ： 

説明責任が弱い、情報隠し、短期で幹部交替、オーナーの抵抗。 

• 対応： 

ガバナンス強化（非常勤取締役、業務分掌、KPI 設定）、経営者との再契約。 

2. キーパーソン依存（人的リスク） 

• なぜ重要か： 

担当者 1 人に依存していると退職・病気で業務停止。 

• 何を見るか： 

上位売上担当や技術者の存在、属人的業務、ナレッジ共有状況。 

• レッドフラグ： 

非文書化プロセス、重要者の退職意向、競合への引き抜き。 

• 対応： 



業務標準化、引継ぎ計画、インセンティブ再設計。 

3. 労務・組織文化・モチベーション 

• なぜ重要か： 

従業員の協力がないとコスト削減や変革は実行できない。 

• 何を見るか： 

離職率、残業実態、面談での不満点、労組や訴訟履歴。 

• レッドフラグ： 

高い残業、未払い残業、密な派閥、労務トラブル。 

• 対応： 

コミュニケーション計画、早期小さな勝利（Quick wins）、公正なルール整備。 

4. 顧客構成・顧客関係の質（ダメージの伝播） 

• なぜ重要か： 

収益回復のカギ。大口集中や取引の短期性はリスク。 

• 何を見るか： 

上位顧客比率、契約の有無・条件、解約率、与信管理。 

• レッドフラグ： 

売上の偏重、口頭取引、長期契約欠如。 

• 対応： 

契約化、営業体制見直し、顧客別収益性分析。 

5. 仕入先・サプライチェーン脆弱性 

• なぜ重要か： 

調達停止や納期遅延が生産・収益に直結。 

• 何を見るか： 

主要仕入先の集中度、代替可能性、支払い条件、品質問題歴。 

• レッドフラグ： 

単一仕入先、海外一拠点依存、サプライヤーの財務不安。 

• 対応： 

代替先確保、在庫戦略、サプライヤーリスクヘッジ。 

6. オペレーション（プロセス・生産性・在庫の質） 

• なぜ重要か： 

コスト構造改善・キャッシュ回収に直結。 

• 何を見るか： 

生産リードタイム、歩留まり、在庫回転、受注から出荷までのフロー。 

• レッドフラグ： 

手作業の多さ、在庫の滞留、欠品頻発。 

• 対応： 

バリューストリームマッピング、在庫最適化、工程改善（小さな PDCA）。 

7. IT／システム（ERP、受注管理、データ精度、サイバー） 



• なぜ重要か： 

意思決定の元データが信用できないと経営改善策が機能しない。 

業務停止リスクも。 

• 何を見るか： 

使用システム、データ整合性、バックアップ、外部委託契約、セキュリティ対策。 

• レッドフラグ： 

Excel 依存、過去データの未整備、脆弱な IT 委託。 

• 対応： 

最小限の正確なレポート整備、重要プロセスの IT 化優先順位付け、 

セキュリティ確認。 

8. 契約関係（顧客・仕入・リース・保証・関連当事者） 

• なぜ重要か： 

法的義務や早期解約でキャッシュ流出や収入減。関連当事者取引は偏りの源。 

• 何を見るか： 

主要契約の解除条項、賃貸借の更新条件、関連会社取引の公正性。 

• レッドフラグ： 

長期不利契約、オフバランスの債務、親族会社との不透明取引。 

• 対応： 

契約見直し交渉、専門家（弁護士）による精査。 

9. 製品・サービスの競争力（市場適合性） 

• なぜ重要か： 

市場が縮小・価格競争に負けると再生は不可能。 

• 何を見るか： 

製品差別化、価格弾力性、顧客の真のニーズ、代替品の脅威。 

• レッドフラグ： 

価格以外の強みがない、デマンドの先細り、顧客のクレーム多発。 

• 対応： 

市場再評価、ポートフォリオ整理、新規ニッチ検討。 

10. 規制・許認可・環境・安全（コンプライアンス） 

• なぜ重要か： 

許認可停止や罰則で事業継続が不可能になる場合がある。 

• 何を見るか： 

届出・許認可の有無、過去の違反歴、環境負荷・廃棄物管理、安全対策。 

• レッドフラグ： 

未更新の許可、改善命令、環境クレーム。 

• 対応： 

コンプライアンス整備、是正計画、保険確認。 

11. 不動産・設備の実態（稼働率・修繕負担） 



• なぜ重要か： 

賃料・固定費や設備更新がキャッシュに影響。 

• 何を見るか： 

賃貸条件、設備稼働率、保守履歴、設備の陳腐化。 

• レッドフラグ： 

過剰設備、老朽化、撤退に伴う高額退去費用。 

• 対応： 

リース交渉、設備リストラ、外注化検討。 

12. 知的財産・技術 

• なぜ重要か： 

模倣・技術流出が差別化を消す。逆に買収価値の源泉にも。 

• 何を見るか： 

特許・商標、ノウハウの保有状況、秘密保持、ライセンス契約。 

• レッドフラグ： 

権利未整備、社員の持ち出しリスク、核心技術が外注。 

• 対応： 

権利化、NDA 整備、コア技術の内部化。 

13. 保険・賠償リスク・訴訟 

• なぜ重要か： 

突発的な支出や事業妨害リスクがある。 

• 何を見るか： 

現行保険の範囲、未解決訴訟、過去のクレーム。 

• レッドフラグ： 

保険未加入、重要訴訟の放置、損害賠償の可能性。 

• 対応： 

保険見直し、法務リスクの定量化。 

 

 簡単な実務チェックリスト（DD で実施する具体アクション） 
• 経営者・幹部と個別インタビュー（目標・抵抗・過去決定理由を確認） 

• 現場訪問（生産ライン、倉庫、営業現場）でのプロセスマッピング 

• 顧客・仕入先のサンプリング確認（主要顧客・サプライヤーへ直接ヒアリング可能 

なら実施） 

• 従業員アンケート（モラル・離職意向の定量把握） 

• 契約書、許認可、保守記録、IT 図書（構成図）などのドキュメントレビュー 

• 外部専門家の小規模調査（労務、環境、IT セキュリティ、特許のいずれか）  

 

優先度付けの考え方（限られた時間での着手順） 
1. 経営者意志とキーパーソン（即時） 



2. 顧客・仕入先集中度と主要契約（高） 

3. 生産・在庫・オペレーション実態（中） 

4. IT データ精度と法令遵守（中〜高） 

5. 組織文化・労務（並行して）  

 

まとめ（要点） 

非財務要素は「実行可能性」と「継続的競争力」を決める。財務リストラクチャリングだ

けでなく、経営者の協力、現場の実行力、契約の実態、サプライチェーンと顧客関係、

IT/データの信頼性などを早期に把握し、改善計画を現場レベルで実行可能な形に落とし

込むことが成功の鍵です。 必要なら、業種別（製造／卸／小売／サービス）での重点チ

ェック項目や、DD 用のエクセルチェックリストを作成してお渡しします。 

どの業種ですか？  

経営者の抵抗が強い場合、非財務 DD で抵抗を弱める効果的なアプローチは？  

顧客との契約状況確認において、隠れたリスクを特定するための具体的な質問は？ 

 IT システムの DD で、データ精度以外に見落としがちな事業継続に関わるリスクは？ 


